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石川県防災アドバイザリー会議（議事録） 

 

１ 日時  令和８年６月２２日(月) １３時３０分～１５時３０分 

 

２ 場所  石川県庁６階 災害対策本部室 

 

３ 出席者 宮島座長ほか、アドバイザー８名、山野知事、 

竹沢危機管理部長 

 

４ 意見交換・質疑 

 

＜議題１ 能登半島地震の検証に基づく取組の進捗について＞ 

（宮島座長） 

それでは、ただいまの能登半島地震の検証に基づく取り組みの進捗に

ついての説明に対しまして、ご意見やご質問がございましたらお願いい

たします。 

 

（福和アドバイザー） 

非常にしっかりと検証がされて、大変素晴らしいと思います。 

一方で、多分これまで 2 年半の間は、災害対応で本当に大変だったと

思いますから、おそらく丁寧なデータを残すっていうことがなかなかで

きてないような感じだと思います。能登での被害のデータというのは、

おそらく今後の日本の防災にとって極めて重要なんだと思うんです。例

えば災害関連死の発生原因とか、あるいは建物の被害認定がいったいど

ういうところが原因で被害が出ていたのかっていうことがですね、残念

ながら、今、石川県さんの方でご用意いただいているデータだと、なか

なか踏み込んだ分析ができなくて、次のフェーズに各県とも入りにくい

状況になっております。これは、今までの状況は、もう本当に今の対応

で精一杯だったので、やむを得ないことだと十分認識した上で、今後の

ためには、できればもう一度そういったデータを見直して、将来の日本

の被害を軽減させることに役立つようなデータを作っていただけると、

おそらく石川県を応援した日本全国の自治体の方々にとってプラスにな

るのではないかと思います。 

それと、これもなかなか出しにくいことだと思うんですが、建物が 1

個壊れたときに、どの程度のお金が各部局から出ていたのかっていうの

は、実はこれ、整理がされていなくて、これは関係省庁も全部異なって
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いるために、全体が集められていないんですね。解体に関わる費用だと

か、仮設住宅の災害公営住宅に費用、罹災証明とか、もう本当にいろん

な種類の助成金がでていると思うんです。 

これがどこの省庁に紐づいていて、どこの部局がどういうふうに出した

かっていうと、1 戸あたり、下手すると 1 億円弱のお金がかかってるよ

うな感じもあってですね、このあたりのことが分かっていて、それに対

処した業者さんの数、あるいは行政書士さんの数とか、建設業者の数と

か、どのぐらいの人が県内の中でちゃんと賄えて、どのぐらい外から来

て、トータルどのぐらいのボリューム感だったかっていうのが教えてい

ただけるとですね、どのぐらいの災害なら、このくらいは各県でやれ

て、どこを超えると国でも無理で、そうしたら、圧倒的に事前防災を進

めないと無理であって、そういう流れを作るために少し石川県の方々に

汗をかいていただけると、多分、日本中すごく喜ぶんじゃないかという

ふうに思います。石川県にとってもプラスになると同時に、石川県での

作業が日本中の被害軽減に繋がっていくという、そんな趣旨がですね、

こういったレポートの中に思いとして入っていくと、みんな喜ぶような

気がしますので、その 2 点をよろしくお願い申し上げます。 

 

（宮島座長） 

はいどうもありがとうございました。 

従来は表面的なというか、集めやすいデータが主だったと思うんですけ

ど、もっと深掘りしようということですね。 

 

（福和アドバイザー） 

 やむを得ないと思うんですけどね。 

 

（宮島座長） 

 県の方、いかがでしょうか。 

 

（竹沢危機管理部長） 

はい、ご意見、どうもありがとうございます。 

まず当時、確かに、そういう振り返るという、そういう余裕は全くな

く、ここまで走ってきたというのは、私のところもそうですし、今、後

ろに控えております関係部局も、ここまでやっと来たっていうのが正直

なところだと思います。 
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一方で、今、先生から御指摘がありましたように、全国各地から様々

なご支援を頂戴しております。で、それを本来ご支援でお返しをすべき

なんでしょうけど、それは他の地域に災害が起こるということを願って

いるわけでもございませんし、まだ我々、ご支援する余力も、正直言っ

て、他の自治体からご支援を頂戴している側でございますので、余裕も

ございません。 

一方で、我々が能登半島地震の支援をお返しするには、この間の検証

報告書もそうでありましたように、できなかったことや、課題となった

こと、そういったことを包み隠さず全国へ発信をしていくというのがま

ず恩返しだろうと思っております。そういった意味で、今ご提案があり

ました、様々な支援の裏話であったり、あるいは県内業者、県外業者、

そういった後ろを振り返るレコード、記録みたいなものについて、それ

ぞれ後ろにたくさん各部局おりますけれども、少し掘り起こしてみてで

すね、どういったものが残せるのか、そこはできる限り記録に残して、

発信させていただきたいと思います。 

関連死のお話がございました。正直、今、能登半島地震の関連死の個

別データにつきましては、先ほどの報告にもありましたけれども、金沢

大学さんと協力をして、一定の分析はしていただいておりますが、

我々、内閣府の方にもですね、全ての情報を上げておりまして、私ども

の災害の他にもですね、いろんな災害で関連死が記録されております。

そこは国の方にお願いをして、我々のやれるところはやりますので、

我々の災害以外の災害でやっぱり共通項があるとすれば、そこは分析を

お願いしたいという、そういうお願いも、昨年来、私 2、3 回、東京で

お願いをしてまいりました。 

そういった我々できないことにつきましても、他の機関のご協力をい

ただきながら、できるだけ情報を発信して、別に揃わなくても揃ったも

のから発信をするという、そういう気構えでやりたいと思っておりま

す。 

 

（宮島座長） 

はい、どうもありがとうございました。それでは、その他にいかがで

しょうか。はいどうぞ。 

 

（重川アドバイザー） 

福和委員と同じように、発災から今日まで、多大なエネルギーで皆さ

ん走り続けられて来られたというのは、本当に敬意を表しますし、全職
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員がやはり一体となってここまでこぎつけたということで、本当にお疲

れ様だったと思います。 

今、ほっと息切れをしている時かもしれないんですが、冒頭おっしゃ

られたように、まさに実際にやることはこれからということで、まず 2

ページ目に対応済、対応中、未対応はなしとあるんですが、ここに言う

対応済、対応中というのは、業務の中身によって、着手してもうこれか

ら放っておけば 100％進んでいくよっていうものもあれば、着手してま

さにこれからずっと継続して同じエネルギーでやり続けなければいけな

い、例えば、全庁的な職員研修であったり、一言で対応している、して

いない、何％の達成率とは言っても、中身によってかなり違っていて、

継続していくことに対して意識が下がってくるものが、実は災害対応の

現場では重要なものが多いと思っています。ですから、検証作業や防災

対策の見直しに当初関わった方に比べると、時間の経過とともにどうし

ても我が事意識とか下がってきてしまうんですけれども、せっかくここ

まで検証して、取り組みを、フレームを作ったので、ぜひその職員の方

の士気という意味でも、エネルギー、モチベーションを下げないで継続

していただけるとありがたいなというふうに思います。 

それから 2 点目なんですけれども、それに伴って、例えば県の体制の

見直しというと、やっぱりどうしても危機管理部局での業務とか頑張り

が非常に多く見えるんですね。 

もちろん、全庁挙げてっていうことが書き込まれているんですが、危

機管理部局が忙しいのは平時であって、災害が起きたとき危機管理部局

というのは、首長をサポートするための重要なレクチャーとか、あるい

は災害対応業務、つまり関係部局全体をマネージメントするという役割

を担って、個々の業務というのは、例えば税関係とか福祉関係とか消防

関係、それぞれの部局が担っていくんですね。そうなっていくと、やは

り今申し上げたこととも関わるんですけれども、資料でいくと 4 ページ

の取組み状況のところに、組織横断的な対応が必要な業務で、動員者の

事前選定とあるんですけれども、むしろ起きてしまったときには、組織

横断的な対応が不要な業務って私はないと思っています。 

やはり危機管理部局以外の部局の方が、我が事意識をしっかり持てな

かったこと、それから最後 1 点なんですけれども、2 ページ目の一番重

要な県民の意識、自助・共助意識の醸成というところで、非常に重要な

ところだと思っています。 

ここに防災士という名前が出てきて、この後も問題意識を活動の実態

把握とか、いろいろと進められるということで、防災士という名前は、
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とにかく行政に対する周知度っていうのは非常に高まってきていて、防

災士の資格取得を支援する事業に取り組む自治体もあり、大きな力をつ

けられているということはよくわかります。 

一方でですね、防災士の資格を取るときの研修というのは非常に基礎

的、網羅的なものなんですね。 

防災士を批判しているわけでは決してございませんので、そのように

聞いていただきたいんですが、実際の現場での対応っていうのは、お 1

人お 1 人の防災士でかなり違います。 

実際自主防災組織として活動していたり、ボランティアとして活動さ

れる方の中には、防災士の資格を持っている方はたくさんいらっしゃい

ます。 

ただ一方で、防災士会として動くっていうのは実はあんまりないんで

すね。その理由の一つは、個人の知識ではなく防災士会という組織とし

て被災地でどのような役割を担うのかが、あまり明確になっていないこ

とだと思います．  

それから、やはりいざというときには、自助共助が地域に根づいて普

段から地域でやっている。そこに外部からのボランティアなり、防災士

さんなりが専門的なことをインプットしていくっていうことがやっぱり

重要かなと思うのです。これに加えて、日ごろから地元で活動している

様々な NPO の専門的な組織を有する方、あるいは民生委員さんとか、地

域の中で一生懸命に防災を含めてやっている方々もいるわけで、地元で

しっかり活動されている自助共助の要になるような人も頑張らなきゃっ

ていうふうなことが受け取れるような進め方をしていただけると、より

いいかなっていうふうに思います。以上です。 

 

 

（宮島座長） 

はいどうもありがとうございました。 

この防災前は継続性が大事だということで、継続性を確認していくよ

うな仕組みっていうのを何か明示しておくといいのかなとちょっと感じ

ました。 

あと防災士関係で県の方からいかがでしょうか。 

 

（竹沢危機管理部長） 

はい。ありがとうございます。 
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まず、部局横断の組織のどういうものを想定しているかというそうい

うお問い合わせがありましたけども、当然、災害の形というのは、それ

ぞれの災害でスタイルが違いますのであくまでも能登半島地震の反省の

上での類似だと捉えていただければと思いますが、またあのクラスのも

のが来たときに、例えば物資支援、物資の資機材や食材を含めた物資の

支援であったり、被災者の支援も、各部局、いろいろなパートを持って

おりますので、被災者の支援というのを一つ束ねて部局横断でやるとい

うこと。 

生活となりわいの支援あるいはインフラの復旧、これもですね、主に

土木部が道路を直していくっていうのがメインなんですけど、例えば田

んぼであったり水路であったりすれば農林水産部ですし、農林水産部も

農道であったり、農業であったりは交通インフラを持ってますので、あ

とは生活インフラとして電気であったりとか上下水道であったりとか通

信であったりとか、そういったインフラの復旧、そういったものが、途

中から設けましたけれども、先般の災害においても最初から持っておか

なくちゃいけないのかなと、それを 1 ヶ所で打ち合わせするには、あま

りにも今のこの部屋もそうですし、この隣に私のところの危機管理部が

あるんですが、非常に狭い執務環境を強いられております。 

これも先ほどご報告させていただきましたけれども、ここの 6 階のフ

ロアを全て危機管理部が頂戴をして、ゆったりとする形で、有事の際に

はフリーアドレスを活用して部局横断のオペレーションルームを執務室

から転換していこうというふうに考えておりますし、この部屋もです

ね、ほぼ倍増するような形で広げて県以外の機関の方もきちっと入って

会議ができるように、そういうふうに改修をする予定をしておりますの

でそういうソフトの部分と、執務環境のハードの部分を組み合わせて、

部局横断で対応をやっていきたいというふうに今思っております。そこ

は１点目です。 

2 点目の防災士の件でございますけれども、平成 19 年、ちょっと古い

話ですけど、能登半島地震っていうのがやはりございました。それ以降

ですね、防災士を県あるいは市町が組織的に育成をしておりまして、1

万 2 千人という目標を立てて、それをついこないだ 3 月末に達成をいた

しました。計画よりも若干早く達成いたしました。 

一方で、令和 6 年の能登半島地震における防災士の活動というのをお

知らせいたしましたが、個々人の人はボランティアで結構被災地に入っ

ておられるんですが、防災士会として、防災士会というのは主に県の防
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災士会とそれぞれの市町の防災士会とございますけれども、ほとんどそ

の会としての活動っていうのは、残念ながら把握はできませんでした。 

そこは組織化がですね、やはりちょっと遅れておりまして、数を増や

すというところに施策の中心が行っておりまして、その活動の中身まで

ケアをするっていうところがちょっと正直疎かになっておりましたの

で、今、活動の実態調査、多分この 1 万 2000 人という人数をもう一度

ですね、洗い直して、どういう活動をしていけばいいのかっていうそう

いう今検討をスタートさせました。 

おそらく今、委員おっしゃられたように、防災士の活動というのは、

地域のコミュニティと町内会であったり、消防団であったり、そういう

ところと非常に紐づいて、石川県の場合、紐づいておられます。 

そういった関係で、地域でどういったニーズがあって、あるいはどうい

う仕事を求められる、しなくちゃいけない、そういったものを市町と一

緒に考えながらですね、まずは組織間のテコ入れをですね、やっていか

なくちゃいけないのかなと思っております。 

代表的な例といたしましては、避難所の立ち上げであったり、それが

どうしても公助が行き渡るのに非常に時間がかかります。そういったと

ころを住民の皆さんと一緒にやっていただく際の、例えばそのキーマン

となっていただいたり、リーダーとなっていただいたり、あるいは事前

防災でこの地域は何がやっぱり危ないのかというふうなことを町内ある

いは地域で勉強していただいたりそういったことが主になると思うんで

すけれども、そういうお役目というのを少しお願いをしつつ、組織的に

活動いただける環境をですね、我々としても作っていかなくちゃいけな

いのかなというふうな問題意識を今持っております。以上です。 

 

（宮島座長） 

よろしいでしょうか。 

 

（菅野アドバイザー） 

大きく 5 点言わせていただければなと。あの当時を思い出してすごく

よく取り組んでいただいているなというのが第一の感想です。 

ただ、A・B と出していただいていて、A にできるところというのはま

さに先ほど重川先生もおっしゃっておられましたけども、比較的、危機

管理だけで決められるようなものということです。B を A にするのはす

ごく大事なことなのですけど、いくつかポイントがあるんだろうと思っ

ています。要は、あの当時を思い出して比較的うまくいっていたってい
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うのは、インフラ。一部は様々な部局が統合して対応しなければという

話がありましたが、基本的にうまくいった。ずっと最後まで難しかった

のはケアとか、人の支援。なぜなら被災者支援は様々な関連部局は一緒

になってやらないと難しいから。 

そういった部分をちゃんと連携・調整して、さらに NPO なども一緒に

なって組織内外を統合していく部分というのが、すごく難しかったとこ

ろで、比較的直接に単一部局、もしくは行政のみで執行できるところと

いうのは皆さんすごくがんばっていた。まさに土木部の方なんかはすご

く働かれていた。こういう状況だったなと思うのです。 

また、今、日本全体で見たときにやっぱり能登もそうですが、人口が

どんどん減っていて、市町で担えない部分が出てきてるっていうのはあ

らゆる領域の議論になってきています。地方分権が進みすぎたではない

ですけども、広域行政としてどこを見るのだと。そんな中でやっぱり検

討していくべき事項は組織内外の連携・調整なのだろうと思います。 

いつも言っているのは、全部行政ではできないので、餅は餅屋でとい

うことです。あとは平時から防災のみのために備えるというのは難しい

ので、フェーズフリーな形で「いつも」も「もしも」もいいデザインで

実施すべきだという話をしていますが。 

そういうところから見ると、B の中で時間がかかるのは、要は他の組

織がいて、例えば県庁内にもいるし外にもいると、この B の部分って、

それでじゃあやりますって言って急に進めるとうまくいかない。やっぱ

り丁寧にやっていくことが必要なのだろうなと。そのため、A・B だけで

性急に評価し過ぎるのではなくてですね、やっぱり丁寧にやらなければ

いけないところは、それはそれで大事なもで、そこは例えば知事である

とか議会であるとかも含めて、ご理解いただきながら、丁寧に。やっぱ

り石川としてどういう持続的な体制を作っていくんだっていうことを評

価軸に見ていただければ嬉しいなというふうに思います。 

2 点目ですが、組織体制もそのようになると思うんですけど、その観

点からやっぱり、被災者支援なんかはまさに総合的なところであり、部

局横断的にやらなきゃいけないという話になっているんですが、人の視

点からやっぱり政策を統合していく機能が必要なのです。何か業務だけ

をやるということではなくて、そこにはいろんな NPO の方だとか、たぶ

ん今回もっとも現場の情報を持っていたのは DMAT の方だとか、そうい

う情報をちゃんと災害対応に生かしていく構造が大事だと思うんです。 

ですので、業務執行というだけじゃなくて政策の調整とか判断に情報

を活かしていただくような体制になって欲しいと思います。あの時もや
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っぱり対応が長くなっていたのは、そういった組織と付き合う生活支援

チーム。今は復興部になられているところですので、こういった他組織

やその情報の取り扱いも、ぜひよろしくお願いしたいと思います。 

3 点目ですが、実は全国的にこれから絶対注目を浴びてくるというの

が、1.5 次避難所対応。広域避難を含めたところの対応っていうのはな

かなか難しい部分なので、マニュアル整備っていうことで書かれている

とは思うんですが、実際マニュアルを整備しても県庁職員さんが直接執

行という形では、あの当時はうまくいかなかったはずで、様々な主体の

方に入っていただいていた。DMAT などの D のつくチームもいっぱい

で、何がなんだかわからないっていうぐらいたくさんの組織が関与して

いて、このような体制で 1.5 次避難所を実施されていましたし、臼田先

生もまた言われるのではないかなと思いますが、当然、被災者データベ

ースみたいな個人情報を様々な組織間で扱う話とかも大事なのですが、

協働してやらないとなかなかうまくいかない。しかも、市町村にかなり

災害対策基本法の役割分担が偏っていて、都道府県として一体何をやる

のってこんな話もおそらく今から防災庁になったらやらなきゃいけませ

んので、ちょっとそういう目線も含めてですね、このマニュアル整備で

終わらせずに、本当はこういう制度であるべきではないかといったとこ

ろも含めて、力を入れて対応ができるといいなと思います。 

４点目です。被災者支援周りが一番大きいなというところで難しいん

ですけどケアという観点がちょっと抜けがちかなというのが気になりま

す。物資供給など、どうしても持っているプロバイダー的な目線だけな

んですよね。 

それはしょうがない部分があって、実際ケアをやってらっしゃる方

は、例えば社会福祉法人とか、NPO とか株式会社、民間の方々であり、

と、都道府県だけではなかなか書きにくいと思うのですけど、災害救助

法に福祉サービスの提供というのが入って、もうここは絶対やっていか

なきゃいけないっていう領域でもあります。 

私もずっと説明している災害ケースマネジメントみたいな話もありま

すし、何かちょっともう少しケアの部分をちゃんと考えていただく機会

が欲しいなと。個別避難計画も分かるし避難所も分かるのだけれども、

その先のところ、また官民連携でここについても少し見ていただけると

いいなと。その時にやっぱり都道府県の役回りというものもあると思い

ます。実は市町村だけでは、例えば弁護士会さんと調整しようとしても

なかなかできない。広域行政として市町村を応援するという役目もある
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と思いますのでそこをぜひ考えていただけると嬉しいなと思っていま

す。 

災害救助法が変わって、場所から人へと支援の焦点が変化していく流

れの中でどんどん国の政策も変わっていく領域ですので、ぜひそこはち

ょっと柔軟に対応いただきたいと思います。 

最後は重川先生とよく似た趣旨になるかと思います。まさに防災のプ

ロって、平時に仕事があるのは役所と学者だけなんですね。多くの組織

にとって平時は仕事がないんですよ、全てとは言いませんけど。コンサ

ルの方だとか一部仕事はありますが。実は何が問題かっていうと平時に

いろんな人の暮らしを支えている仕事のプロたちが災害時には入ってこ

ない。これが多分根本的な問題で、本当はそういう人に防災の知識を持

って欲しいっていうことで防災士なんて話もあったはずなんですが、な

んかちょっとまた防災士だけの塊になってしまうみたいなことがむずか

しいなと思っています。やっぱりできる限りフェーズフリーな状況でそ

ういう資格群であるとか知識をどう生かすっていうのか、例えば士業の

方にもっと入っていただくとか土地家屋調査士の方に入っていただくと

か、弁護士、司法書士の方もそうですし、あとは福祉も社会福祉士さん

とか介護福祉士さんとか、こういう方々に動いていただくために、どう

政策を使っていくのかというは重大なことなんじゃないかなと思いま

す。ぜひ防災士ということにこだわらずにですね、様々なところにフェ

ーズフリーに入っていく。こんな感じで入れられるといいんじゃないか

なというふうに思いました。 

 

（宮島座長） 

はいどうもありがとうございます。竹沢部長から何かありますでしょ

うか。 

 

（竹沢危機管理部長） 

ちょっと何点か重複するところもありましたのであれですけれども、

例えば今回の能登半島地震で、手前味噌になりますが、厳しいその初動

のご批判の中でもわりかし、マニュアルもなかった割にはできた話が、

今ご紹介いただいた広域避難と中間避難、1.5 次避難だったと思いま

す。 

たしかに当場当場は、そうはさりとて色んなトラブルもありましたけ

れども、総じて前例のない取り組みとすれば、我々としても懸命に頑張

った部分だと自負をしております。 
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そのノウハウを、やはりせっかくの話ではないんですけども、全国に

発信をしていきたいということで、今たまたま能登が被災地で、金沢は

それほど大きな被害じゃなかったもんですから、能登の方々の避難先を

やはり金沢と加賀に持ってきまして、避難先に近いところで 1.5 次避難

所を設けました。 

正直、能登から早く住民の方を金沢の方へ持ってきたかったっていう

そういう思いがございましたので。今度は先ほどの宮島先生のお話じゃ

ないですけど、金沢が被災地になる、そういうシミュレーションもあり

ます。森本・富樫でございます。そういった場合は、金沢でさすがに中

間避難所というのは非常に厳しいと思ってまして、県内全域でスポーツ

センターに似たような機能を持ったところをリストアップしたり、場合

によっては隣県にお願いをしたりというふうな、そういう作業を内々に

進めております。 

そういうノウハウをきっちり積み重ねつつ、次へ繋いでいくっていう

そういう取り組みはこれからもやっていかなくちゃいけないと思います

し、今、県だけでは、あるいは県と市役所だけでは防災対応ができない

と、NPO や災害ボランティアの方と 3 月末にプラットフォームを作りま

して、先日こけら落としのイベントをさせていただいたと、それは NPO

と災害ボランティアの方だけではなくて、やはり様々な方、自衛隊もそ

うですし、消防もそうですし、本来ならもっと近いはずの人たちともち

ょっとやっぱり言語が違ったりとか、日頃の付き合いがなかったという

反省もありますので、それは私どもだけではなくて各部局でですね、災

害のときに今回一緒に組んだ方と、これをきっかけに、平時から顔の見

える関係を構築して、有事の際には名刺交換なしですぐ作業に入れる

と、そういった関係を構築していこうということで、これも全庁挙げて

取り組ませていただいております。 

そういった形で、一つ一つかもしれませんけど、フェーズフリーとい

うような平時も有事もというふうな平時でできないことは、有事はでき

ないっていう、そういう心構えで今取り組ませていただいております。 

 

（宮島座長） 

はいどうもありがとうございます。 

それでは Web 参加の浦野委員から手が挙がっておりますので、お願い

します。 

 

（浦野アドバイザー） 
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はい、ありがとうございます。 

昨年度の検証委員会でお話をさせていただいたところに関してもきめ

細かく、私は NPO の立場からなので、こういった支援団体との連携強化

というところをしっかりと明文化していただいて、プラットフォームの

立ち上げというのが具体的に進んでいるというところでご対応いただい

てありがとうございます。 

いくつかですね、ご質問も含めてなんですけれども、先ほどご説明い

ただきました NPO 等の連携っていうところに関して、防災士っていうの

が、だいぶ中心で出ていると、話が各委員からもあったんですけれど

も、私まだ穴水町の方に常駐しているんですけれども、現場サイドで言

うと、地元のですね、日赤の奉仕団の方とか、あと学生や職員といった

大学関係、あとは生協さんなんかも結構ですね、きめ細かく動いてらっ

しゃるというところがあります。 

特に生活支援っていうところでのボランタリーな関わりっていうのは

非常に多いのがこの層の人たちかなというふうに思うので、こういった

人たちが元々石川県内にもいて、今回の能登をきっかけにですね、やは

りこういった取り組みに積極的に参加したいという意思を持たれている

方もいると思うので、防災士さんに対して様々なアプローチをされると

きにはちょっと拡大してですね、対象者を、こういった人たちにも声を

かけていただけるといいのかなというふうに思いました。 

それと、あと社会福祉協議会との連携っていうところなんですが、お

そらくこれが NPO と支援団体との連携強化というところで入ってくるか

と思うんですけれども、社協さんって、また外部支援者とは違う立場で

すよね。 

それで例えば被災高齢者等把握事業であったり、被災者の見守り相談

事業なんかの受託先にほぼなることが多いというところで、社協さんと

その市町との関係作りみたいなものも今回の能登半島地震では結構課題

になっていました。 

元々良好な連携関係が結べていればいいんですけれども、やっぱりあ

の社協は市町からのですね、委託事業の受け入れ先に日常からなってい

るっていう上下関係とまではいかないんですけれども、そういうこう微

妙な関係があって、いろんな物事を相談したり意見を言いたいというと

きも、なかなか自分たちだけでは言いにくいっていう現状もありまし

た。 

今回は、中間支援としてですね、私達みたいな外部支援がその仲介役

を担うというパターンで、例えば 3 者定期協議みたいなものが開かれた
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り、自治体の音頭で自治体・社協・NPO 等の３者定期協議会議や災害ケ

ース検討会議等を開催し、この 3 者が顔を合わせてっていうことが、多

くの市町で実現されてたと思うんですけれども、多分蓋を開けてみる

と、そこの調整をしている人っていうのが、行政の職員の場合もあれ

ば、外から来た外部支援者の場合もあるしっていうことで、バラバラだ

ったんじゃないかなと思うんですよね。 

なので、こういう連携を見越した上で、今言った 3 者の顔合わせの情

報共有会議だとか、あとは個別支援に関わるような会議っていうのは大

体この面子でやるんだっていうのが平時からスタンダードな形に定着し

ていくといいのかなっていうふうに思うんです。 

多分それをするためには、市町にそういう意識を日常から持ってもら

うってことも必要ですし、どうやって会議体を作っていったらいいのか

っていう、そんなノウハウ提供みたいなものも県のサポート等で必要に

なってくるかなっていうふうに思うので、そのあたりも想定して、連携

強化っていうところを捉えていただけると実働性が高まるのかなという

ふうに思いました。 

それと、避難の話なんですけれども、今回、広域避難の受け入れ先と

して、私達愛知県でも、あの 31 世帯の被災者の方を受け入れていまし

た。 

また、ＤＭＡＴの指示で医療機関へ行って施設に搬送された方ってい

うのが 60 数名愛知県内にいらっしゃったっていう実態があったんです

けれども、避難させるところまではいいんですが、やっぱりその先の状

況把握とか生活支援っていうところに関しては、その避難した先の自治

体の協力がないとなかなか進まないとか、その受け入れ自治体の判断に

よって大きく対応が変わるっていう状況もあったんじゃないかなという

ふうに思うんですね。 

なので、このあたりは、やっぱり今回の能登で課題になったところを

整理しながら、次の災害の時になるべく受け入れ市町の支援の差みたい

なものが、受け入れた自治体ごとに大きく変わらないような、そういう

調整っていうのが必要なのかなっていうふうに感じました。 

なので、そのための話し合いだとか想定をどうやって準備していけばい

いのかっていうところもぜひ 1.5 次、2 次避難のところに入っていただ

けるといいなというふうに思ってます。 

最後なんですけれども、被災者支援のところに関してなんですが、避

難所のことには触れられているんですけれども、指定避難所外避難って

いうところで言うと、今回、おそらくそれぞれの自治体で、指定避難所
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の数よりも自主避難所の数の方が上回っている市町が多かったんじゃな

いかなと思うんですよね。 

なおかつ、そこに在宅避難っていうのが入ってくるとなった場合に、

在宅等避難者の人達の支援拠点っていうものを、どこにどう作って、誰

がそこを回していくのかみたいなところも多分考えておかないと、また

在宅の方で困窮に陥ってしまうっていう状況が出てきちゃうんじゃない

かなというふうに思いました。この辺りっていうのは、一応ガイドライ

ンの中で、指定避難所の中にこういった機能を設けましょうというのは

書かれてるんですけれど、実際にそれを含めた研修プログラムがあった

り、訓練が実施されてるとこっていうのは、多分ほとんどないんではな

いかな、まだまだ少ないんじゃないかな、というふうに思うので、やっ

ぱりこれだけ大きな災害を経験された能登だからこそ、こういった場所

の必要性っていうのがすごく伝えられると思いますし、具体的にこうい

った機能を自然発生的に行ってきた人たちもいるんではないかというふ

うに思うので、そのあたりを調べたり、少しガイドラインだとかマニュ

アル化していくみたいなところも今後考えられるといいのかなというふ

うには思いました。以上です。 

 

（宮島座長） 

はいどうもありがとうございました。それでは、ただいまのご意見に

対して県の方から何かあればお願いいたします 

 

（竹沢危機管理部長） 

はい。どうもご意見ありがとうございます。 

まず、社会福祉協議会との関係の拡大でございますけれども、ここは

ちょっと一度ですね、今プラットフォームを立ち上げられた生活環境部

さんと、実際に活動の拠点というかフィールドとなっていた市町の皆さ

んと、ちょっと実態を一回話をしていただいて、どのような連携協議

会、会議体ができるのかっていうことを少しご検討いただければと思っ

てます。 

広域避難の中で、その避難先の自治体の支援の差というご指定がござ

いましたけれども、ここは一回、実態の方を、関係部局と調整しなが

ら、まずは実態把握をして、少し調整なり、あるいは今後の方向性とい

うのを考えさせていただければと思います。 



15 

 

最後の指定避難所外の避難者への対応というところでございますけれ

ども、今年、昨年末から今年にかけまして、指定避難所の受付システム

っていうのを作って、今、全県展開をさせていただいてます。 

そこの課題として、指定避難所に入っていない避難者、いわゆる自宅

避難者であったり、車中泊の、その方々の実態をどう把握をするかって

いう課題が、今、ございます。そこを解決していく中でですね、今、ご

指摘のございました、指定避難所でない避難者に対するその把握と、支

援の拠点ということについても、あわせて考察をさせていただければと

思っております。 

いずれにしましても、先ほど菅野先生からお話がありましたように、

福祉が法律に規定されたっていう、その原因の一つに、やはりこの避難

所にいない人も避難者なんだ、被災者なんだと、そういうこともござい

ましたので、そこはしっかり把握ができて、支援が行き渡るように取り

組んでみたいと考えてます。以上でございます。 

 

（宮島座長） 

はいどうもありがとうございました。 

それでは Web 参加の阪本先生から手が挙がっておりますので、阪本委

員お願いいたします。 

 

（阪本アドバイザー） 

はい、どうもありがとうございます。今日はそちらで出席というよう

に連絡が行き違ってしまったため、そちらで出席できずオンライン参加

となり申し訳ありません。 

私の方からは 4 点ありまして、1 点目はもうまさに今おっしゃってい

ただいた在宅ですとか、車中泊の方への支援体制を今後ご検討いただき

たいという点で、これは災害関連死の原因分析と今後関わってくると思

うんですが、今の段階で出ているデータを見ますと、災害関連死に至っ

た方は自宅で生活されていた方とか、あるいは福祉施設で生活されてい

た方が避難所にいる方を上回っているような状況なので、これから先、

災害関連死を防ぐことを検討するならば、やはり避難所とか福祉施設に

いらっしゃる方への支援体制っていうのは、ご検討いただく必要がある

と思います。 

2 点目は、これも浦野委員が触れたことと繋がるんですが、連携強化

体制、特に広域行政機関としての県の役割というのを、ぜひこれから先

も整理して検討していただきたいと思います。 
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検証のフォローアップ、今回、石川県さんがされているのはとても良

いと思うんですが、ぜひこういう検証フォローアップを市町村も含む形

でこれから先やっていく、あるいは市町村だけではなくて、今回、災害

対応に関わっていただいた民間の方も含めて参加していただくと良いの

ではないかと思います。石川県同様に、能登の被災市町からは検証がで

てきていますし、私も珠洲の検証に関わらせていただいた中で、県と市

町村にとって非常に役に立つこともたくさんあるので、そういう方も今

後きちんとフォローされるようにするといいと思います。 

3 点目は、先ほど重川先生からもお話がありましたが、防災は継続性

が大事、災害のことを忘れないように伝え続けていくっていうのは、こ

れから先こそ力を入れていただきたいと思います。先ほど、防災国体で

お話をするという話がありましたが、それに加えて、今、石川県さんが

やっている能登半島地震のデジタルアーカイブの発信であったり、震災

があった日を災害の日みたいに位置づけて、その日はきちんと意識啓発

するなり学校教育で続けていくなり、そういうことはやっていっていた

だければと思います。 

最後は、被災者支援でして、個別避難計画を策定して横展開するとい

うお話はとても良いと思います。特に今回の災害、高齢化が進む社会で

の大規模災害対応としては、日本全体でも先行事例だと思いますので、

ぜひそこから得られる知見を発信していただければと思うんですが、同

時に、そこに被災者支援との連結性というのを捉えて、個別避難計画だ

けではなくて、災害時に被災された方への支援をどう拡充させていくの

か、こういう点も含めて横展開していっていただけるとありがたいで

す。以上です。 

 

（宮島座長） 

はいどうもありがとうございました。それでは、県の方から何かござ

いますでしょうか。 

 

（竹沢危機管理部長） 

ご意見ありがとうございます。少しお答えが重複する部分があるかと

思いますけれども、県と市町だけではなく、いろんな方々のお世話にな

って現在があるというようなこともございますので、せっかく構築した

県と市町以外の方々との関係というのを、やはり今後、継続性も含め

て、しっかりと構築していくためには、問題意識を共有して、私どもも

そうですし、各市町におかれても、新しい、その関係を構築した方々と
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の信頼関係は平時からやっていくっていうことは、ここは再度、私ども

もそうですし、各市町にも働きかけていきたいと思います。 

被災者支援で、今、個別避難計画のお話がございました。確かに昨年

モデル事業なんかもやりまして、個別避難計画の策定推進というのを少

し取り組んでいって、数字も若干上がったんですけど、やはり様々な課

題がありまして、思ったほど進んでいないというのが、実は正直なとこ

ろでございます。 

計画そのものを作ることに加えまして、やはり個人情報っていうこと

のハードルもございまして、なかなかご当人のご同意が得られないとい

うのがありまして、そこで若干、各市町も含めて、ちょっと苦心してと

いうのが正直なところありまして、また何かいいお知恵がありました

ら、お教えいただければ非常に助かりますし、問題意識はみんな持って

るんですけど、数字がなかなか追いついてこないっていうのが、ちょっ

と悩ましいのが正直なところでございます。以上でございます。 

 

（宮島座長） 

はいどうもありがとうございます。それでは、その他いかがでしょう

か。 

 

（臼田アドバイザー） 

私の役割は、デジタルという観点、防災科研の位置づけである国全体

という観点で、大きく 2 点コメントさせていただきます。 

まずデジタル技術の活用、⑥番という形で特出ししていただいてい

て、これをしっかり進めていくというのは非常に重要だと思います。こ

れに対し、デジタル推進監を中心にしっかりと進められているなという

印象を持っておりますし、特に特徴的なのが、いろんなシステムを導入

するというのではなく、連携をする、繋いでいくということをしっかり

考えられているというのは非常に良いと思います。 

システムというのは、単独で動いてうまくいくのは、その単独業務だ

けです。例えば、市町と県を繋げる、県と国を繋げるという形で、全て

データが繋がっていかない限り、一貫した支援に繋がっていきません。

繋がるというところを意識されて進められるというところは、非常に高

く評価をしたいと思います。 

一方で、やはりデジタル技術の活用という観点で言うと、デジタル化

というところがまずスタートになるのですが、デジタル化がゴールでは

いけないと思います。ＤＸという言葉がありますが、ＤＸというのはデ
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ジタル化ではなくて、デジタルで業務を変えることです。変革すること

がトランスフォーメーションですから。ですので、デジタル技術を活用

して、どの業務がどう変わっていくのか、これがこれから非常に重要だ

と思っています。 

そういう観点で見たときに、この⑥だけがデジタル技術の活用ではい

けなくて、①から⑦のすべてにデジタル技術が活用されているのが基本

になっていかなければいけないと思います。なぜならば、これだけたく

さんのやらなきゃいけないと出ているものが、全て今までにプラスされ

る仕事だとしたら、とにかく仕事が増える一方ですよね。どんどんどん

どんこの県が疲弊していくことになってしまうと思います。いかに、こ

のやらなければいけないことのゴールを達成しながらも、リソースを最

小化していく。そのためには絶対的にデジタル技術を使わないと進まな

いと思います。最小限の人的リソースで最大限の効果を発揮するにはど

うしたらいいかという観点でも、ぜひ取り組んでいただきたいと思いま

す。 

とにかく皆さんの仕事を楽にしないと絶対防災はできませんので、ぜ

ひそういう視点を持っていただきたいと思います。 

その観点で、やはり一番大きな被災者支援ということですが、国の方

で「場所から人への支援の転換」を大きくうたっている中で、この資料

では、まだまだ、場所に起因する取り組みが多いという印象です。 

例えば③の広域避難、浦野委員もご指摘されていましたが、広域に避

難するということは、元の自治体から別の自治体に移動するわけです。

人が移動するわけでその人を追っていかない限りその人の支援ができな

くなります。そういったものも、人と人との間でやっていくのも当然必

要なのですが、そのベースとなるデータはきちんと受け渡しができてい

ないと、避難先でもきちんとした支援ができないし、どういう支援を受

けているかを元の自治体がきちんと把握してないと、元の自治体も支援

ができない。そういった観点でも、この広域避難において、デジタルを

どう使うのか。衛星通信機器も重要ですが、被災者データベースの話も

当然入っていかなければいけない話だと思います。 

④の被災者支援のところも、当然被災者データベースのことは書かれ

ているのですが、これは能登半島地震で起こったまさに被災者支援対応

の継続ですね。これが次の別の災害のときにどうするということを議論

していかなければいけないと思います。今まさに現在進行形でやられて

いますが、その支援をこれから次の災害でもできるようにするにはどう

したらいいのか。そのためには必ず平時に何か用意しておかなければい
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けないので、そういう観点の議論をしっかり進めていただければと思い

ます。デジタルについては以上になります。 

もう１つは国全体の防災の観点について、これはもう重川委員が最初

からおっしゃっていただいたところですが、①に災害対応を全庁体制で

とあります。これはもちろん災害対応だけではなく、平時からの防災も

全庁体制でなければならないといけないと思っています。 

私は、防災は特定の分野ではなく、全ての分野に防災があると言うよ

うにしています。災害対応が全庁体制であることは当然なのですが、平

時の事前防災も全庁体制であるべきではないかと思います。 

そういう意味で、平時のそれぞれの部署の日常業務に防災が機能として

どう入っていくかが重要だと思っています。そういう観点で見たとき

に、今日の資料だけですと、こういうことは取り組んでいますというこ

とはわかるのですが、どの部署がどう取り組んでいるのかというのは分

かりません。一般公開は難しいとしても、ぜひアドバイザリー会議で

は、どの部署がどういうふうに取り組んでいるということを示していた

だくと、「この業務だったら他の県ではこの部署が」とか「別の部署がこ

う取り組んでいますよ」とか、そういった意見もアドバイザーから出る

と思います。つまりはこの資料にきちんとどの部署がやっているという

ように書いてあるとすごくアドバイスしやすいと思いました。 

もう一つは、ちょっと嫌われ者発言になるかもしれないのですが、今日

ここまでのアドバイザーからの意見に対し、全て竹沢部長が一手に回答

を担っているというのは、若干違和感を感じてしまっています。これは

竹沢部長がすべてを見ている司令塔であるというイメージでは非常にプ

ラスですが、ぜひ、各部署からの取り組みのお話を各部署からいただけ

ると、またより具体的な議論ができると思いますので、今後の方向性と

してご検討いただければと思います。 

そうすると、最終的には、今は短期的な取り組みですが、短期で終わ

るはずがなく、中長期に繋がっていくはずです。繋がったときに、平時

のどの業務にこの話が埋め込まれているのかということがだんだんこれ

からはっきりし、それを見せていかなければいけない。これらの取り組

みを平時にどれだけ続けていけるか、各部署の日常のどの業務にどう埋

め込んでいくのか、こういったところを明確に出していけるようになる

と、能登半島地震を経験した石川県の新しい日常業務が明確になってく

ると思います。そういったところにぜひ期待したいと思います。 
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繰り返しですが、そうなると仕事がどんどん増えますから、やはりデ

ジタルでいかに仕事を減らすか、それをしっかり常に並行して考えると

いう形で進めていっていただければと思います。以上です。 

 

（宮島座長） 

はい、どうもありがとうございました。それでは竹沢部長。 

 

（竹沢危機管理部長） 

とりあえずは、一番最初に、危機管理部が、司令塔機能がないという

ふうな、そういうご指摘がこの検証報告書にありましたので、そこをち

ょっとケアしてるつもりだったんですけど、確かにこの今回のレポート

にはどこの部局っていう、そういう部局の概念っていうのが抜けている

のは間違いないと思います。私どもが全部 1 人で一手にやっているわけ

では当然ありませんので、ちょっと次からは、そういう所在を少し入れ

ながら、場合によってはご答弁もお願いしながらやらせていただきたい

と思います。 

ただ一つだけちょっと言わせていただきますと、やはり訓練にしても

何にしてもですね、やるのが目的になっていますと。デジタル化も機械

を入れるのが目的になっているっていうのは一昔前まであったと思いま

す。やはりあれだけ大きな災害を経験して、実際に動けないと訓練を何

回やっても意味もないですし、実働っていうところに少し我々はこだわ

りたいと思っておりまして、実際に応用もできるし書いてなくても動け

るっていうふうな、そういう実働にこだわってですね、いろんな取り組

みをやっていきたいと思います。 

デジタルを入れて、そのデジタルも今の仕事をそのまま機械化するの

ではなくて、デジタルを入れるときにそもそもの仕組みをですね、さっ

きご指摘があったように、増える一方なんで、思い切って簡素化できる

ところは簡素化するっていう仕事の仕組みを変えた上で、機械を入れて

いくっていうふうな、それをやっていかないと、ご指摘の通りだと思い

ますので、そこは担当のところもそれを仕切る総務部も来ておりますの

で、仕事の仕組みそのものもですね、合わせて見直していくっていうこ

とは、私の方からも少し上層部に話をしたいと思います。 

 

（宮島座長） 

はいどうもありがとうございます。 
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それでは Web 参加の宇田川委員から手が挙がっておりますので、お願

いします。 

 

 

（宇田川委員） 

防災科研の宇田川と申します。リモートから失礼いたします。よろし

くお願いいたします。 

もう大事なことは先生方がおっしゃったので、4 点ほど少しお話でき

ればと思いました。 

１点目が、4 ページのところでございまして、やはり計画の改善に加

えて運用の改善が必要で、そのためには訓練の継続が大事だろうと思い

ました。 

４ページ右側 1 ポツ目、検証報告書を踏まえて災害対策本部の班編成

を改編されたこと、３ポツの方で研修を計画的に行うことの記載があ

り、素晴らしいなと思います。 

検証報告書では、震災時にも事前の計画はあったけれども、例えば

BCP が、事前計画はあったけれども、きちんと発動できなかったとい

う、まさに実務での運用に関する課題もしっかりと、まさに包み隠さず

記載があったかと思います。そうした課題を改善するため、事前計画の

改善に加えて、運用も改善できるよう研修、訓練が重要と思います。 

研修や訓練の内容も様々あり、例えば、今回組織改編をしたから新し

い組織でのその役割分担を確認していこうとか、新しい手順を確認しよ

うという、基本的な訓練もあるかと思います。 

ただ一方で、検証報告書であったような、菅野先生からもご指摘があ

った、発災時に機動的にチームを作るような組織改編をしていくんだと

か、そうしたことは基本動作ではなくて、応用的な本部運営活動になる

と思います。 

そうしたことは、単年度の訓練で全てはできないと思いますので重川

先生ご指摘のとおり、訓練というものを毎年毎年継続していく中で、今

年度は基礎のこの部分をやる、来年度は応用に進んでこの部分をやるみ

たいに、毎年繰り返す中で、計画的に達成目標を立てながら継続するこ

とが必要なんだろうと思いました。 

座長からの他県のご様子も、というお話しがございましたので、例え

ば私が訓練とかご一緒しているところで、同じ被災県の熊本県さんでは

本当に 1 年 1 年積み上げていく、今年はここまでできたから、次は来年
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度はここをやるみたいなことを、担当者が変わっても、計画的に継続的

に何年も続けて実施されています。 

あと参考として、もう一つ防災センター、建物の話もございました

が、お近くでは新潟県さんが中越沖地震の後にオペレーションルームを

作り替えられましたし、熊本県さんも震災を経て建て替えておられま

す。 

また、一番近くの富山県さんは、私は震災前に検討会ご一緒しました

けれども、防災庁舎をつくられて、その後に震災をご経験されていま

す。ああした今日的な防災庁舎を作られた上で、震災に対応した際の更

なる何か教訓を探すとすると、富山県さんの方がお近くの候補かなと思

います。 

2 番目、次の５ページの応援・受援のところでございます。こちら、

国全体での基本的な対応状況を踏まえつつ、石川県殿として取り組まれ

ると効率的かと思いました。 

5 ページの応援・受援、まず県庁の方でですね、管内の市町村様と一

体となったチーム、そういった研修、素晴らしいと思いました。お近く

の新潟県殿の「チームにいがた」の先行事例など、ご参考になると思い

ました。 

その上で、この応援・受援、県境をまたぐような動きになるかと思い

ます。 

今回では多くの他都府県市様が石川県に来られましたし、今後、石川

県内の応援もあれば県外への応援もあるかと思います。 

その点で、全国的な動向としてはご案内かと思いますが、総務省さん

の方で、南海トラフとか、首都直下地震については、発災前から応援受

援のペアリングが決まって、訓練も全国の各県市で行われております。 

例えば徳島県に対しては鳥取県が行くっていうペアが決まっていまし

て、そのペアで平時から訓練・研修が行われているところでございま

す。 

石川県様はご案内の通り、この南海トラフ地震対策などのペアリング

からは、復興過程にあるということで外れて、逆に言うとこうした全国

の動向からややなんていうか、入っていない形になっていますので、今

後に県境を越える応援・受援に取り組まれるときには、そうした全国的

な動向も、踏まえていかれると良いだろうと思ったところでございま

す。 

浦野先生からの三者連携に関しまして、標準的な手順があったら良い

のではないかと話があったと思いますけれども、自治体間の応援・受援
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についてはまさにそうした動きとなっており、こうした動向を踏まえて

やっていかれると、効率的なのかなと思った次第でございます。 

3 番目が、７ページの被災者支援について、ここはもう先生方から

1.5 次避難であるとか避難所とか大事なことを全てご指摘だったので、

そのほか一番下の物資関係のところで一つだけでございます。 

この業務の特徴は、まず一つは、まったく平時の行政にない業務なの

で、県職員にとっても、市町村職員にとっても全くイメージがつかない

ですから、訓練が大事だということ。そして情報だけでは片が付かな

い、実際に物を運ぶっていう物流があるというところ、この物流と情報

の 2 本立てで対処するっていうところです。石川県さんの取組証も、ま

さに 2 本立てで記載いただいているところかと思います。 

情報に関する B-PLo については、国のシステムでございますので、国

の方で全国の自治体向けの研修が行われており、今後も続けられるもの

と存じますので、石川県においても参加されるものと思います。 

もう一つ物流に関するところは、今回では産業展示館とかを使って、

実際に物資を受け入れたり、あるいは備蓄で払い出したところです。こ

こは、行政の平常業務にないので、官民連携による物流が大切というと

ころでございます。 

この部分の訓練は、やはり現場となる県の方でやる必要があるところ

でございます。国の支援としては、国交省さんの方で官民連携の訓練へ

の補助金も去年から出ておりまして、B-PLo を使って実動訓練する取り

組みなど、他県では兵庫県などいろいろ行っておられますので、ご参考

になるかもしれません。 

ここでもう一件、先ほど臼田先生の方から DX ということ、また、危

機管理部長からも、システムは入れるのだけが目的ではなくて、それに

よって業務の簡素化を図るという話がございました。 

あくまで一例でございますけれども、B-PLo を入れますと、それによ

って市町村のニーズであるとか、市町村の中の避難所ごとの必要物資と

いうのも、システムを使えば、県の本庁の物資支援チームで把握するこ

とができます。 

能登半島の時の物流としては、産業展示館から、輪島市の文化センタ

ーとか、いったん市町村の拠点に入れて、ここで詰め替えて避難所に送

るっていう 2 段構えの拠点を設けたかと存じます。過去の被災地域です

と、そこを簡素化して、県の拠点で避難所単位まで組んでしまって、避

難所へ送り出していました。そうしますと、どこで簡素化されるかとい

うと、県の拠点ではちょっと作業が増えるのですけども、市町村さん側
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の拠点の方で、詰め替えが不要になって、簡素化されます。それがまさ

にあのシステムによって情報がきちんと管理できることによって、業務

が全体として簡素化、最適化される事例と思いました。 

それはやる必要があると、すぐ言っているわけではないんですけど

も、そうしたようにシステムを入れることによって、県・市町全体とし

ての簡素化が検討されること、先ほど部長からお話ありました中で素晴

らしいなと思ったところでございます。 

最後、臼田先生もおっしゃられた８ページ、９ページあたりのところ

でございますが、こちら先ほど被災者支援の広域被災者データベースの

ことは臼田先生のお話がございましたので、もう一つの SOBO-WEB の

方でございます。 

こちらも臼田先生おっしゃる通り、県の総合防災情報システムの EYE-

BOUSAI があり、かつ国の方では SOBO-WEB があるところ、ここは何

かうまく連携ですかね、それぞれ得意範囲があろうかと思いますので、

連携していくことは大事なことはその通りだと思います。 

例えば、高速道路とか電力会社さんとか通信みたいなものは県域を越

える広域データですので、国の SOBO-WEB の方で収集し共有すること

が効率的でございましょうから、そうしたところとうまく連携していく

ということだろうと思います。 

そういう意味で、先ほど各部署での取り組みも重要との話もございま

したが、18 ページでの広報のところ、まさに広報部署の方がしっかりと

やられているところと存じます。私も各県様のいろんな災害後の検証会

議は参加させていただいていますけども、広報・広聴に関してこれだけ

しっかりとやっていらっしゃるというのは、素晴らしいと思ったところ

でございます。 

1 ポツにあるマニュアルについて、ホームページに掲載されている啓

発資料を拝見しております。 

もう一つそれで DX の観点で申しますと、SOBO-WEB が、6 月に新し

い機能をリリースされておられまして、既に石川県庁の職員様も石川県

内の市町村様も全て使える状態になっていると承知しております。その

今回の機能拡張の中で、広報機能も拡張されておられまして、能登半島

地震などでの災害広報文のサンプルを、SOBO-WEB 側に搭載し、それ

らに基づいて各市町村様が石川県さんのマニュアルなどを参考にしなが

ら、実際に文章を作成し、入力すれば、L アラートを通じて全国のメデ

ィアに伝達される機能が拡張されています。そうした、全国的な機能に

ついては国の SOBO-WEB と連携すると効率的だろうと思います。 
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県庁でしかできないところと、臼田先生や皆さんおっしゃる通り、国

が下支えするところと、うまくデータ連携されれば良いんだろうと思っ

たところでございます。 

以上でございます。 

 

（宮島座長） 

はい、どうもありがとうございました。それでは、竹沢部長の方から

ありますか。 

 

（竹沢部長） 

はい、どうもありがとうございます。 

他県のいろんな県庁の改修の話であったり、訓練の話であったり、そ

こはまた、我が方、参考にさせていただきたいと思います。 

南海トラフと首都直下につきましては、ご紹介ありましたように本県

は復興途上だということで、いわゆるその指定の自治体には入っており

ませんけれども、また隣県がどのような対応しておられるか、あるい

は、あっちゃならんですけれども、実際に起こったときに、しっかりと

いろんなお手伝いができるように、そこはしっかりとフォローしていか

なくちゃいけないと思っています。 

物流の話がございました。１点ですね、我が方もちょっと物流、問題

意識を持っておりまして、ご紹介いただきましたけれども、いわゆる市

町の集積所から各避難所へのラストワンマイル、ここがですね、やはり

ちょっと詰まっていたのではないかというふうな、そういうことを各市

町の方からも少しお聞きをしております。 

そこはどういうやり方があるのか、ご紹介があった県の集積所から各

避難所に直送した方がいいとか、そこはですね、今、物流事業者も入れ

て、近々新しく検討会を少し立ち上げまして、平時からの在庫管理から

ですね、有事の際の配送にいたるまでをどういう形で持ってった方がい

いかっていうのを各市町にも入っていただいて議論するかっていうのを

今、設けようと思っております。またその進展につきましては、今後こ

の会議でご報告をさせていただければと思ってます。 

システムの連携についても、できるところから部局またがっておりま

すけれども、危機管理部のシステムと土木部のシステム、そういったも

のを重ね合わせる形で、ケースバイケースで使いやすいように、必要が

あればまたカスタマイズしながらより良いものに仕上げていければと思
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っております。またご意見よろしくお願いいたします。ありがとうござ

います。 

 

（宮島座長） 

はいどうもありがとうございました。 

それでは、青木委員の方からお願いします。 

 

（青木委員） 

はい。私が最後ですね。県内選出委員として県の都合と県内の事情と

いう話をさせていただければと思います。 

一つ目はまず、県の BCP、事業継続計画ですが、これがちょっと森本

富樫断層の震災に対応できる体制で作られているのかどうかっていうこ

とだと思います。先ほど 1.5 次については、そのケースも考えてという

ことでしたけれども、この県庁舎があるところが震度 7、大規模液状化

っていう状況にある場所ですので、それを踏まえて他のところもすべて

対応できる体制となっているのかぜひご確認いただきたいというのがま

ず大事です。できているならそれをちゃんと県民に伝えていただきたい

なというふうに思っております。 

2 点目は市町の地域防災計画との連携なんですけども、今、各市町が

地域防災計画の見直しをどんどん進めているところで早いところはもう

既に出来上がってるところもあるんですが、まだまだこれからというと

ころもあります。 

その中で先ほど少し議論出てきた避難所の役割。これに拠点避難所、

指定避難所、登録避難所みたいな階層性を持たせてそれぞれ異なった役

割を与えようとしてる市町さんもいくつかすでに出てきてはいるんです

が、どうもそれぞれの市町さんで使っている意味合いが違っているよう

なんです。 

私の入った自治体ありますけども、ちょっと温度差があるような感じ

がします。また孤立集落への対応というのもちゃんと入れ込んでいらっ

しゃる自治体さんとあまり温度感のあまり見えてない自治体さんとがあ

るようで、県の震災想定の中で孤立集落を具体的に出してはいますの

で、それを踏まえて個別の対策をとってらっしゃるような自治体さんの

例は既にあるのと、そういうのを県が仲介して各市町さんに伝えていた

だくようなこともしていただけると良いのかなというふうに思ったりも

しております。 
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あるいは先ほど出てきたラストワンマイルの物流のケースは、能登町

さんなんか割とうまくいったケースで、業者さんがしっかり入ってやっ

てくれたケースなんですけど、珠洲市さんなんかはそこがうまくいかな

かったというようなケースが出ています。そういうところも各市町さん

にしっかりと物流事業者との連携というのは入れていただくことが必要

になってくると思います。 

県の方でも検討会を立ち上げるということですので、おそらく県の地

域防災計画もこれから断続的に見直しが入っていくと思います。市町の

地域防災計画もそれに応じて断続的に見直しをしていかなきゃいけなく

なるというふうに思いますので、ぜひその県の方から市町の地域防災計

画の見直しに対する支援というのを継続的に行っていっていただけるよ

うな体制作りというのをしていただけると、各市町から住民に対してし

っかり降りていくんではないかなというふうに思っております。 

最後 3 点目、何回か議論が出てきているのであれですけど防災士の

話。私もその県の防災士を育成している側の人間ですので、非常に耳痛

く聞いていたんですけれども、今回能登半島地震でなかなか防災士が動

けなかったっていうことに対して、組織化という言葉でここには書かれ

ているんですけれども、そもそも石川県の防災士ってコミュニティベー

スでの育成ですよね。コミュニティから代表者を出してもらって、コミ

ュニティの防災士として育成をしていくっていうニュアンスで育成をし

てきていますので、この大規模災害だったから他のところにバーッと支

援に行きましょうということがなかなかできないっていうのは、構造的

な問題があるんだろうというふうに思っています。 

だからこそじゃあ防災士の役割って一体何なんだろうか、県が防災士

の育成をあれだけお金かけてしてきたわけですから、その県が防災士に

求める役割っていうのは何なんだろうかっていうことをちゃんと県とし

ての見解を示していただき、それを地域防災計画から市町の地域防災計

画、そして最終的には各自主防単位の地区防災計画の中にちゃんと落と

し込んでいくっていうような道筋をつけて、組織化よりも多分道筋をつ

けることがすごく大事になってくるんじゃないかなと思います。 

いくつかの町の市町の防災士さんと話をさせていただいて、能登半島

地震のときに、防災士の立場がはっきりしていないので動きにくかった

というお話を聞かせていただいております。 

要は立場とか役割が明確化されていないので、その町会長さんと防災

士の立場・立ち位置の関係性がクリアじゃないみたいなところで、自分

は地区の中で何をやればいいのかっていうことがクリアになってない。
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おそらくそれは地区防災計画の中にちゃんと位置づければいい話なんで

すけど、それができていなかったことが多分１つの課題なんだろうとい

うふうに思っておりますので、ぜひ石川県がやってきた防災士の育成に

適用した石川県なりの防災士の運用の仕方っていうのをちゃんと位置づ

けていただけると、動きやすいかなというふうに思っています。 

県の防災士会の組織率ものすごく低いので、組織化して動くのはなか

なか難しいと思いますので、システム化をうまく考えていただければ。

以上です。 

 

（宮島座長） 

はいどうもありがとうございました。それでは竹沢部長何かあります

か。 

 

（竹沢危機管理部長） 

県の BCP の森本対応ですけれども、現在対応中でございます。問題意

識は持っております。 

地域防災計画における県の主導的な役割というのはまさにおっしゃる

通りだと思っておりまして、この会議の模様もそうですし、やはりこと

あるごとに各市町に情報提供をして、各市町からも極力ご意見をお伺い

する機会を作るようにして、一緒に防災対策を構築していくっていうス

タンスは堅持をしていきたいと思います。 

最後の防災士の件なんですけれど、これ市町によってもですね、その

コミュニティ防災士という地域から防災士を生み出していく自治体もあ

りますし、我々が例えば学生さんとかそういったとある団体にお声がけ

をして、その団体の代表という形で防災士を育成するとかいろんな防災

士さんがいらっしゃいます。 

ここにつきましてももう一度ですね、人数がそれなりに来たというこ

ともありますので、先ほどの話じゃないですけど、実働に少しこだわっ

てシステム化といいますか組織化といいますか、要は実働するのにどう

すればいいのかっていうことをまた皆様方のお知恵も拝借をしながら、

進めていきたいと思っておりますので、また引き続きよろしくお願いい

たします。 

 

（宮島座長） 

はいどうもありがとうございました。 



29 

 

委員の皆様から非常に重要なご指摘をたくさんいただきまして大分時

間がすぎておりますので、次の議事に進みたいと思います。 

防災減災推進に係る条例の制定についてということで、事務局からお

願いします 

 

 

＜議題２ 防災・減災推進にかかる条例の制定について＞ 

（宮島座長） 

はい、どうもありがとうございました。全国に先行事例がたくさんあ

るようでございまして、そのような先行事例に関わった経験があります

とかご意見がありましたらお願いしたいと思います。 

 

（菅野アドバイザー） 

主に２点です。主体の範囲ですが、事前防災的な観点だけ見てるな

と。能登半島地震の災害対応で本当に役に立ったのはどこですかという

ところが抜けているんじゃないかなかということです。例えば、営利の

事業所も当然、色々と動かれていた部分もあったし、今回、プラットフ

ォームをつくられた非営利の NPO であるとか、士業、医療福祉の専門家

とか、要は災害対応を一緒にやっていく相手が入っていないのではない

か。そこをちゃんと入れるというのが被災県である石川県の非常に大事

なポイントであると思います。事前だけ考えない、災害対応を一緒にや

っていく相手を入れるというのが１点目。 

もう一つ、県まで含めて、例えば 1.5 次や広域避難など、何をやった

のというと、人のくらしとか尊厳を守っていく仕事に県はタッチしてい

た。是非、いわゆる災害対策基本法とか災害救助法上の部分だけではな

く、やはり人の暮らしに近い自治体として、例えばその暮らしの話とか

尊厳をしっかり守っていく。公助の部分にしっかりとコミットしてい

く。そこはしっかりと盛り込んでいただきたい。自助・共助の意識は大

事なのですが、やっぱりそれは全部お任せとは絶対にいかない部分があ

って、例えば医療や福祉の部分やインフラのところは、公助についても

しっかりと盛り込んでいただきたい。 

 

（宮島座長） 

２ページは先行事例をまとめたということなので、今回は先行事例に

はない、新しい課題も十分に取り込んでというご指摘ですね。はい、あ

りがとうございました。 
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（福和アドバイザー） 

森本・富樫までだったら、日本全国で頑張ればなんとかなるので今の

ようなスタンスで良いかなと思います。一方で、同時に南海トラフ地震

のような議論も進んでいて、県によっては、スタンスがものすごく異な

ります。石川県がどういうスタンスに立つかを先に議論して、中身に入

らないと危ういかなと感じています。 

例えば、南海トラフ地震で三重とか高知とか静岡とか和歌山というの

は全く無理なんです。事前防災を本気になって被害を減らす努力を県民

がしない限り、公助の力では、全く足りないということをどこまでもや

っていくのかというところがあって、そこのバランスをどのぐらいの災

害をイメージした条例にするかをどっかで議論しておいてほしいなと感

じます。自助・共助がない限り、事前に被害は減らせられないんです。

被害を減らさない限り、どう考えても、これからの社会では公助は足り

ない。みんなが一致協力して努力しない限り、それぞれの役割がどうあ

るかっていうことと、あらゆる力を結集しないといけないのだという、

産官学のことなどがやっぱりもっとちゃんと書いてないといけないかな

と思ってみました。 

ここには産業界のことが一切触れられてないのがと違和感がありま

す。命を守るということと、命をつなぐということがあって、少なくと

も、現行の耐震基準は、命をつなぐなんてことは一切考えていなくて、

１回の地震で命を守ることしか考えていない。しかも能登の地震地域係

数は、1.0 じゃなくて 0.9 で下げているわけで、本当に命を守って命を

つなぐ時に公として実施しないといけないのは、強制力や義務を課すも

のとしないと書いてあることが一番のネックで、現行の耐震基準の上乗

せの耐震基準条例まで、これは制約を課すものではなくて、こういうふ

うにすることが好ましい条例でいいと思いますけれども、そういうとこ

まで踏み込まないとひょっとしたら全てが絵に描いた餅になるようなこ

とになるんじゃないかと行政の力のどこが不足してて、一体どこまでだ

ったらできるかという行政の実力をまず示さないと、条例としてどうい

うところあたりを落としどころにするか見えないなと思って聞いて書き

ました。 

それで、我々、例えば愛知でいうとあらゆる人たちが力を合わせるた

めに、色々な育ち方をした民の人たちがちゃんとつなぎ合うような「つ

なぎ舎（や）」を作って、防災士会などだけに頼らないようにしようとし

たりとか、あるいは、様々な士業の人たちを全員集めて、士業連絡会に
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して、あらゆる人たちが協力にし合うとかいう、そういう横つなぎの仕

事が一番おそらくこういう条例では大事。露骨にいうと、あらゆる人た

ちがそれぞれ努力をするという、その雰囲気があまりここに醸されてな

いんです。ちょっとそれだけが、ちょっとなと思いました。 

 

（宮島座長） 

はい、どうもありがとうございました。自助が先っていうことです

ね。 

 

（阪本アドバイザー） 

私も、福和委員と同じで、やはり県民が主体、事業者が主体みたいな

気持ちはもう少し強く込めていいと思います。「産官学民」の連携のうち

「学」がとても弱いなという印象を受けています。兵庫県も防災減災条

例を阪神淡路大震災の後に作った条例があるんですが、やはり防災研究

の推進を支援するっていうように研究を支援するっていうところもある

のは強みだと思います。兵庫県では 1.17 関連行事はこの条例に基づい

てやっているので、やはり市民のこういう活動をサポートするみたいな

ものまで条例に盛り込むと良いと思います。 

 

（重川アドバイザー） 

理念条例ということが書いてありましたが、２回の能登半島地震と水

害を経験した石川県として一番大事なのは、まず自らが被災者にならな

い。もし被災者になった場合、被災者の名札を１日も早く外して、普通

の市民に早く戻る。それを目指すべきで、そうなった時に、いろいろで

きなかった課題を検証しようというところからスタートしているので、

あれもやります、これをやります、全部みんなでやりますって、やるこ

とだらけなんですね。本当に個別計画、こんなに高齢化しているのにや

るのとか、孤立集落って冗長性があって都市部のマンションより災害に

強い面があるんですね。限られた予算や資源の中で、本当に公がやるべ

きことは何なのかを、ちょっと立ち止まって、もう一度見直さなきゃい

けないと思っています。 

一方で、自分が被災者にならず、被災者になってしまった時には被災

者の名札を早く外して普通の市民になると言いましたが、それができな

い人もいるんです。本当の公的な支援はそれが出来ない人を助ける。出

来る人までああだ、こうだとやりすぎる必要はない、私はないと思うん

ですよ。2 回ひどい思いをされて苦しんでこられた中で、それ以上もっ
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と頑張るのではなく、経験されたゆえに、じゃあ本当にやるべきことと

できること、それから皆さんおっしゃってるように、行政じゃなくて住

民それから企業、産学、いろんな人たちを含めて、もっともっとプレイ

ヤーを増やしていって全体の底上げをするのが石川県の今後、目指すべ

き方向だと思いました。 

 

（宮島座長） 

はい、ありがとうございました。 

 

（宇田川アドバイザー） 

自助・共助というところが大事だといういう意味では、条例の案を作

るにあたって、石川県らしいというか能登半島、あるいは半島防災とか

いうのも最近の国交省の方でも取り組みがあるかと思いますので、この

自助・共助の中で、あるいは打ち出しの時にそうした石川県らしい形で

されると、説得力や PR になるかなと思いました。 

 

（宮島座長） 

はい、どうもありがとうございました。 

 

（臼田アドバイザー） 

付け加えで、防災減災推進条例なので、防災の事がメインとなるのは

当然なのですが、防災、防災とばかりいうと疲れてくる方もいます。最

近私は、防災マルマルとマルマル防災を並行してやっていくべきという

ことをよく言います。例えば、避難訓練など、逃げることを一所懸命が

んばるための防災対策は必要なのですが、それと同時に、自分が健康で

いて、いつでも元気に避難できる体を作っておくことも必要です。そう

いう意味で、健康増進なども、防災に繋がるということをうたっていた

だくと、防災防災しすぎない、普段やっているこういう活動が防災に繋

がってるということを意識できる。そういう観点を少し入れてもらう

と、防災疲れが出てしまう方々にもちゃんと繋がっていけるのではと思

います。 

今、奥能登で奥能登版デジタルライフラインの取組が進められてい

て、そこで「のとピッと」が行われています。今、言ったとおり、全く

防災とは書いてありませんが、普段からデジタルツールを使いながら、

「どこそこに行ってみよう」を繰り返していく中で、ポイントを貯めて

何かに使えるようにしていく。それが避難所への避難にもつながるし、
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普段からデジタルツールに慣れているから、被災者データベースの登録

まで自動的につながっていく。そういう形で、日常の中に防災につなが

るものがセットされているといったことを打ち出していくことも大事だ

と思います。 

 

（宮島座長） 

はい、ありがとうございます。 

 

（青木アドバイザー） 

徳島県が条例で活断層の上に、活断層の上に公共建築物を作らないと

いう条例をもっています。石川県でも都市直下の活断層対策がかなり重

要になってくる。民間は縛れないにしても、行政を縛るとか、行政はこ

ういう目標でやっていくんだっていうのを示すような条例って形に、難

しいとは思いますけどもぜひお考えいただけると嬉しいなと思います。 

 

（宮島座長） 

はい、どうもありがとうございました。 

全国の先進事例も含めまして、大変貴重なアドバイスを多数いただき

ました。本日のご意見を参考に第２回条例検討委員会の方に反映をさせ

ていただいて、そちらの条例検討委員会の方でもんでいきたいというふ

うに考えております。 

今日は本当に貴重なご意見たくさんいただいて、大変参考になりまし

た。今後も防災というのは一時的なものでなく継続性が重要であります

し、平時にも防災という大変貴重なご意見もございました。継続性を確

認するシステムも必要だというふうに感じました。そういうことで、ア

ドバイザリー会議は今後も継続して開催されますので、ぜひ、石川県の

防災力強化に繋がるように、常に注目というか着目をしていただいて、

次回のアドバイザリー会議でも厳しいご意見をいただきたいと考えてお

ります。 

 

以上 

 


